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第 1章 島根県の広報の現状と課題 

島根県では、誰もが住みやすく活力ある島根を目指して、様々な政策や施策をおこなっ

ています。それらの政策・施策の中には、ふるさとに帰りたい、また島根で暮らしてみた

いと考える若者がひとりでも多く定着し、地域で活躍できるよう支援する UI ターン促進事

業や、島根県での子育てを支援する事業など、若者に向けた政策や施策もあります。それ

らは出版物やテレビなどのメディア、インターネットなどを通じて広報しています。

広聴広報課がおこなった「平成 23 年度県政世論調査」によると、「県が行っている施策

や事業、お知らせなどの情報をどこから得ていますか。」という問いに対して、図 1 で示す

ように、どの年代でも新聞やテレビ・ラジオのニュースなどから情報を得ている割合が高

いことがわかります。しかし、新聞やテレビ・ラジオのニュースは間接広報であり、島根

県が広報したい政策や施策そのものではありません。島根県がおこなう広報から情報を得

ている割合をみると、20～30 代の若者が他の年代に比べて低いことがわかります。また、

「島根県の広報活動について満足していますか。」という問いに対して、図 1 に示すように

若者の方が「満足していない」「見たことがないのでわからない」という割合が他の年代に

比べ高い結果となっています。

これらのことから、現在の島根県の広報では若者に情報が行き届いておらず、広報活動

に対して満足されていないことがわかります。

そこで、図 2 で示す通り近年利用者数が急増しており、特に若者の間で広く利用され、

現在多くの機関で導入が進んでいる SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を

県の情報発信に活用することで、若者に対する島根県の様々な政策や施策の情報を効果的

に広報することができると考えます。
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問）あなたは、県が行っている施策や事業、お知らせなどの情報をどこから得ていますか。（○はいくつでも）

問）あなたは島根県の広報活動について満足していますか。

図 1 平成 23 年度県政世論調査の結果

図 2 代表的な SNS の国内ユーザー数推移1

1
総務省「ICT インフラの進展が国民のライフスタイルや社会環境等に及ぼした影響と相互関係に関する

調査」(H23)
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第 2章 SNS の検討 

１．SNS とは

SNS とは、友人知人などの社会的なつながりをオンラインで提供することを目的とする

インターネットサービスです2。ホームページなどの従来のインターネットサービスでは、

ウェブサイト上に不特定多数の人向けの情報が掲載・提供されますが、SNS では、共通の

趣味・関心を持つ人同士でコミュニティを形成して「自分の関心の高い情報」を得ること

に加え、相互交流を通じて「人と人とのつながり」を享受することができます。 

SNS と従来の情報伝達手段の異なる点を以下に示します。 

(1) 双方向

従来の情報伝達は一方的に発信されますが、SNS では発信した情報に対して受信者が返

信をしたり、受信者同士が情報交換をおこなうなど、双方向の交流が可能です。 

(2) 飛び込んでくる（受動的）

ホームページのように自らが情報を「取りに行く(能動的)」のではなく、利用している

SNS において自動的に情報が「飛び込んでくる(受動的)」ため、受信者としては情報の取

得が容易になります。 

(3) 拡散性

SNS では、受信者が「共感」した情報がその友人などに複次的に伝達する「拡散性」の

性質を有しており、短時間で広範囲に情報が伝達します。 

図 3 SNS の情報伝達イメージ

2 総務省「平成 18 年度情報通信白書」

- 3 -



２．代表的な SNS の特徴

 現在数多くの SNSサービスが提供されており、それぞれが異なった特徴を有しています。

その中でも国内ユーザー数の多い mixi、twitter3、facebook の特徴を比較します。

(1) mixi（ミクシィ）

日本で最初の SNS として 2004 年に運営が開始され、国内最大の SNS として注目されま

した。主な機能としては、日々の出来事を投稿して友達（マイミクシィ）からの共感を示

すイイネ！やコメントをもらう「日記」、「つぶやき」や、同じ趣味などについてユーザー

同士が交流をおこなう「コミュニティ」があります。また、自らのページに訪れたユーザ

ーがわかる「足跡」機能があります。運営開始当時から長らく、登録済みのユーザーから

招待を受けないとサービスを利用できない完全招待制であったこと4や、同じサークルの仲

間や学校の同窓生同士などで利用されることが多いことから、一般的に閉鎖的な SNS とさ

れています。

(2) twitter（ツイッター）

短文を投稿するソーシャルサービスです。ユーザーが 1 回の投稿で発信できる情報は 140
文字に制限されているため、詳細な情報の発信には適していません。twitter の最大の特徴

は、ユーザー同士がつながりを持つ際に原則相互に承認をする必要がない点です。ユーザ

ー同士は必ずしも相互につながっている必要はなく、他のユーザーとつながりを持ったり

（フォロー）、そのつながりを断ったり（リムーブ）することが他の SNS よりも頻繁にお

こなわれています。また東日本大震災の発生直後は、電話やテレビなどの使用できない地

域において情報の収集や伝達に多く利用されました。twitter の持つ即時性や有用性から、

情報発信ツールとして現在多くの機関で利用されています。一方で、匿名登録や複数アカ

ウントの取得が可能であるため、信憑性のない情報が出回ったり、誹謗や中傷などのコメ

ントがひとつの投稿に多く寄せられ混乱状態を生み出す「炎上」という状態になりやすい

ソーシャルメディアでもあります。

(3) facebook（フェイスブック）

facebook は実名登録が義務付けられていることが最大の特徴であり、他の SNS と比べて

炎上しにくいとされています。また、パソコンや携帯電話のアドレス帳に入っているメー

ルアドレスを使って同級生や同窓生、同僚などのユーザーを捜したり、趣味や地域などが

共通するユーザーを容易に検索できることから、実社会のコミュニティの延長線上の SNS
と位置づけられます。一方で、以上の特徴からプライバシーの問題も存在します。例えば、

3 twitter 自身は SNS に属さないソーシャルメディアであると明言しているが、今回はその性質上比較対

象として取り上げた。
4 2010 年 3 月から自由に登録可能となった。

- 4 -



投稿したコメントは実名で拡散するため、実社会で面識のない人の目にも入る可能性があ

ります。facebook は mixi とは異なり世界中にユーザーが存在しており、2012 年 10 月時点

において世界で 10 億人、日本でも 1,600 万人を突破し、ユーザー数は増加の一途を辿って

います。さらに特徴のひとつとして、発信された情報に対して閲覧者が共感を示す「いい

ね！」ボタンを押すことや、コメント、シェアなどのアクションを起こすことにより、情

報が二次的・三次的に拡散します。昨今では facebook を導入する企業や自治体が増えてき

ており、企業や自治体とユーザーを繋ぐコミュニティとしての活用も広がっています。ま

た、個人の facebook は、アカウント登録（実名のユーザー登録）しなければ閲覧できない

のに対し、企業や自治体などで導入されている facebook ページ5は、アカウントを取得して

いない人でも閲覧が可能であり、オープンな SNS とされています。

３．島根県が求める SNS 
国内ユーザーの多い代表的な SNS の特徴などを表 1 にまとめます。なお、それぞれのメ

リット、デメリットは一般的な特徴を言及したものであり、SNS は多様な機能を含むため

ユーザーの活用方法や捉え方によっては異なった見方をすることが可能です。

表 1 代表的な SNS の特徴

mixi twitter facebook 

特徴 

日本最大の SNS、 

コミュニティが充

実 

短文投稿（140 字） 
文章＋写真の投稿、 

世界的に拡大中 

ユーザー数 ○ ○ ○ 

拡散性 △ ○ ○ 

実名性 × × ○ 

（行政利用上の） 

メリット 

日本人が 

使いやすい 
即時性 

実名登録により炎上

しにくい 

デメリット 

限定された 

コミュニティ、 

ユーザー数が停滞 

情報量が制限、 

匿名制、荒れやすい 

プライバシーの管理

に気をつかう 

5 facebook において企業や著名人などが、ユーザーとの交流のために作成・公開するページのこと。
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代表的な SNS において、実名登録による炎上などの危険性の少なさや情報の拡散性とい

った性質より、今回は facebook を用いた情報発信を提案します。

なお、年齢層別の SNS の利用経験は図 4 に示す通り、年齢層が低いほど高い数値を示す

ことがわかります。よって、中年層（40～50 代）や高年層（50 代以上）よりも若年層（30
代以下）に SNS のユーザーが多く存在しており、活発に SNS を利用していると考えられ

ます。このことから、第 1 章で述べた課題である若者への情報発信についても facebook は

非常に有効であると考えます。また、facebook ページの登録や運営は無料であるため、導

入コストやラーニングコストは原則ゼロです6。

図 4 SNS の利用経験7

6 ただし武雄市の場合、HP の移行費（約 70 万円）と委託保守費（約 200 万円/年）が発生している。

7 総務省「ソーシャルメディアの利用実態に関する調査研究」(H22)“これまでに利用したことのあるソー

シャルメディアは”の問いに対する回答から SNS の回答を抽出。若年層：30 代以下、中年層：40～50 代、

高齢層：60 代以上
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第 3章 SNS の利用状況 

 現在多くの企業や自治体で SNS を用いた情報発信がおこなわれていますが、島根県が活

用するにあたり第 2 章で述べた通り有効であると考える facebook ページについて、国内の

自治体、海外の自治体、企業での事例を以下に示します。

１．国内の自治体

島根県が facebook ページを活用し情報発信するにあたり、島根県、島根県内の各市町村

及び各都道府県が公式に運営している SNS について調査をおこないました。各自治体が運

営する facebook ページへの共感を示す指標として「いいね！」数、twitter への共感を示す

指標として「フォロワー」数を参考値として記載します。

（1）島根県

H24.11.12 現在

都道府県名 facebook いいね！数 twitter ﾌｫﾛﾜｰ数

島根県 島根県警察本部

島根県観光振興課

神々の国しまね

島根県消費者センター

島根県林業課

762 
859 
101 
57 
9 

島根県警察本部

島根県道路維持課

島根県観光振興課

しまねっこ

島根県消費者センター

島根県林業課

345 
1,034 
977 

12,111 
96 

1,216 

（2）島根県内の各市町村                       

H24.11.12 現在

市町村名 facebook いいね！数 twitter ﾌｫﾛﾜｰ数

松江市 運用なし － ①松江市防災情報

②あっぱれ松江観光情報

③松江市立図書館

691 
428 
105 

出雲市 運用なし － ①出雲市 210 
益田市 ①益田市役所文化交流課

②益田市の文化遺産を未来につ

なぐ実行委員会

128 
53 

①@Fresh masudaNOW 72 

奥出雲町 運用なし － ①奥出雲ごこち 1,031 
飯南町 運用なし － ①い～にゃん 403 
津和野町 ①津和野町役場 116 運用なし －

※島根県内の各市町村の広報担当課より聞き取り調査
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（3）各都道府県                        

H24.11.12 現在

都道府県名 facebook（担当課） いいね！数 twitter（担当課） ﾌｫﾛﾜｰ数

北海道 運用なし － ①北海道 （広報広聴課） 1,022 
青森県 ①ALCP （広報広聴課） 304 ①青森県庁 （広報広聴課） 22,479 
岩手県 ①岩手県広聴広報課 （広聴広報課） 3,719 ①岩手県広聴広報課（広聴広報課）

②岩手県地域振興室（地域振興課）

41,809 
3,238 

秋田県 運用なし － ①秋田県庁 7,481 
山形県 ①山形県 （広報室） 1,036 ①山形県 （広報室） 3,483 
福島県 ①ふくしまからはじめよう 18,260 ①福島県 4,703 
東京都 ①東京都交通局 （交通局） 1,527 ①東京都庁広報課 （広報課） 39,892 
神奈川県 ①かながわキンタロウ （広報課）

②かなたびサポータークラブ（観光課）

875 
254 

①神奈川県庁広報課 （広報課） 22,190 

埼玉県 埼玉県庁 （広報広聴課） 1,110 ①埼玉県庁 （広聴広報課） 8,502 
千葉県 運用なし － ①チーバくん （報道広報課） 32,785 
茨城県 ①茨城の魅力を伝えたい（広報広聴課） 3,133 ①茨城県広報広聴課 （広報広聴課） 12,160 
栃木県 ①とちまるくん（総合政策課） 1,376 運用なし －

群馬県 ①群馬県観光局 G’face（観光局） 1,299 運用なし －

山梨県 ①山梨県庁 （広聴広報課） 303 ①山梨県庁（広聴広報課） 1,163 
新潟県 ①新潟県産業振興課げんき会

（産業振興課）

516 ①新潟県広報広聴課（広報広聴課）

②新潟県防災局 （危機対策課）

9,117 
2,728 

長野県 運用なし － ①NaganoPref 6,997 
福井県 ①Fukui Brand （ブランド営業課） 338 ①福井県ブランド営業課 （ブランド営業課） 3,711 
愛知県 ①ワクワクあいち

②穂っとネット東三河

300 
178 

①愛知県庁 Twitter 

②愛知県防災局防災情報 Twitter 

4,015 
7,910 

岐阜県 ①岐阜県商工労働部（商工政策課） 405 運用なし －

静岡県 ①静岡未来 （広報課）

②静岡県商業まちづくり室（地域産業課）

491 
224 

①静岡県経済産業部雇用推進課（雇用推進課）

②静岡県商業まちづくり室（地域産業課）

582 
3,353 

三重県 ①宮川流域ルネッサンス協議会（地域

支援課）

②美し国おこし・三重 （地域連携部）

38 

386 

①かんこうみえ （観光誘客課）

②三重の文化 （文化振興課）

894 
954 

大阪府 ①大阪府 （広報広聴グループ） 1,928 運用なし －

兵庫県 ①はばタンなび （広報課） 2,729 ①兵庫県広報課 （広報課）

②兵庫県少子対策本部 （少子対策課）

4,546 
562 

京都府 ①京都府広報監まゆまろ（広報課） 1,227 ①京都府広報課 （広報課） 6,233 
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滋賀県 運用なし － ①滋賀県 （広報課） 2,996 
奈良県 ①奈良県くらし創造部協働推進課（協

働推進課）

90 ①奈良県健康づくり推進課（健康づくり推進

課）

129 

和歌山県 和歌山県庁 （広報課） 765 運用なし －

鳥取県 ①鳥取県広報課 （広報課）

②まんが王国とっとり

512 
645 

①トリッピー （広報課）

②鳥取県広報課 （広報課）

8,911 
938 

岡山県 ①晴れの国おかやまかわら版

（広聴広報課）

②就職支援 （雇用対策室）

764 

133 

運用なし －

広島県 ①広島県 2,194 ①広島県 10,254 
山口県 ①山口県観光振興課（観光振興課）

②山口県観光交流課（観光交流課）

1,527 
432 

運用なし －

香川県 ①香川県産品ポータル Love さ

ぬきさん （県産品振興課）

192 ①香川県 （広聴広報課） 4,183 

愛媛県 ①みきゃんのかんづめ（広報広聴課） 531 ①みきゃんのかんづめ（広報広聴課） 110 
徳島県 ①あわ文化感動発見プロジェ

クト

41 ①国文祭とくしま 2012 

②世界の踊りフェスティバル

275 
306 

高知県 ①高知県広報広聴課（広報広聴課） 241 ①高知県広報広聴課 （広報広聴課） 5,646 
佐賀県 ①佐賀県危機管理・広報課（危機管理・

広報課）

②ふるさと佐賀県応援ﾁｬﾝﾈﾙ（税務課）

525 

77 

①佐賀県危機管理・広報課（危機管理・広報

課）

②ふるさと佐賀県応援ﾁｬﾝﾈﾙ （税務課）

3,637 

1,130 
長崎県 ①長崎県観光振興課 （観光振興課）

②長崎県販売戦略課 （販売戦略課）

4,008 
128 

①長崎県広報課 （広報課） 895 

熊本県 ①熊本県広報課「気になる！

くまもと」 （広報課）

6,528 ①熊本県広報課 （広報課）

②くまモン （ブランド推進課）

6,713 
89,512 

大分県 運用なし － ①大分県 （広報課）

②大分県観光・地域振興課

（観光・地域振興課）

2,364 
5,079 

宮崎県 ①宮崎県広報 （秘書広報課）

②宮崎県消費生活センター

（消費者生活センター）

480 
21 

①宮崎県広報 （秘書広報課）

②宮崎県消費生活センター

（消費生活センター）

2,664 
420 

鹿児島県 運用なし － ①鹿児島県政情報 （広報課）

②鹿児島県危機管理局 （危機管理局）

2,120 
2,032 

※各都道府県ホームページにより確認できたものを記載
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（4）facebook の利用自治体の検証

①いいね！が多い

・福島県 『ふくしまからはじめよう』

特徴 4：PR 担当者も積極的に

顔写真付き

特徴 2：ご当地ゆるキャラ、

みんなが気になる存在

特徴 3：カバー写真を募集し、

ユーザーからの投稿写真を定期的に採用

福島県公式 facebook ページ（H24.10.1、23、25、29 更新分）から抜粋

特徴 1：写真の質が高く、旬なネタ

観光に行きたくなる
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②いいね！が少ない

（5）参考にすべき箇所
国内の自治体が運営する facebookページを調査した結果、共感を得ている共通したポイ

ントは、堅くない、身近に感じられる文章や写真がある点です。投稿者の課名、氏名を出

すことや、自治体の PRについては担当者が顔を見せることも共感を得ているポイントのひ
とつです。またゆるキャラに関する投稿は常に注目度が高く、ユーザーからの投稿写真を

カバー写真に採用する手法などは自治体の facebookページに深く関わっていることを意識
させるユニークな広報です。それに対して、自治体のホームページへ誘導を促すだけの投

稿や文字だけの内容では、共感を得られていないことがわかります。

特徴 2：投稿者の気持ちが見えない、

投稿内容に興味がわかない

特徴 4：文章だけ

特徴 1：HPのリンクを貼るだけ 特徴 3：写真がない
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２．海外の自治体 

 海外の自治体においても、facebook ページを活用した情報発信が盛んにおこなわれてい
ます。以下で参考にすべき特徴的な取り組みを実施している自治体を紹介します。 

（1） サンフランシスコ市（facebook「いいね！」27万人、twitter「フォロワー」9,400人）
市公式 facebook 及び twitter で、行政手続きの問い合わせや道路補修・清掃などの受け
付けをおこなう行政総合窓口機能「SF311」を設置しています。

サンフランシスコ市公式 facebookページ（H24.10.15更新分）から抜粋

（2）ニューヨーク市（facebook「いいね！」1万人） 
保健局は禁煙推奨運動の特設ページを開設し、禁煙チャレンジ中の一般市民へのアドバ

イスや激励、相互のやりとりをおこなっています。 

このボタンから投稿ができる

（市民から投稿）ソファが歩道に捨ててあ
るので取り除いて欲しい。 

（市から返信）３日以内に終えます。 

（市民から投稿）禁煙 16日目。
イライラしたのでこのページを
見てみた。やる気が出てくるね。 

（市から返信）16日目！がんば
ってますね。ここのページのど
の辺が参考になりましたか？ 

ニューヨーク市公式 facebookページ（H24.10.17更新分）から抜粋
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（3）カナダ・レジャイナ市（facebook「いいね！」2.1万人） 
市の中長期計画策定の際に、facebookのディスカッション機能を用いてアンケート調査
を実施しています。 

（4）アイルランド政府観光庁（facebook「いいね！」30万人） 
当庁の facebook ページでは、観光客から旅行のエピソード投稿を募り、観光地の情報
とともに掲載しています。 

公園や公共スペースを 
増やすべき。 

夜間授業のために夕方の交
通の便を増やすべき。 

この先 25 年間の市の成長た
めに重要なのはどっち？ 

私と夫は、かねてからの夢だ
ったアイルランド旅行に行き
ましたが、そのすべてが愛おし
い時間でした。アイルランドの
美しさは想像以上のものでし
た。 
アイルランドの人たちはと
ても優しいと聞いていました
が、旅行中に特に心に残ってい
ることがあります。 
ある時、車を運転していて道
に迷ってしまいました・・・

地図も掲載している 
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（5）スイス・Obermutten村（facebook「いいね！」4.5万人） 
人口およそ 80人の小さな村の facebookに、ページ訪問者の顔写真を掲載すると募集し
たところ、世界中から「いいね！」を 4万人以上集め、大きな広報効果が得ています。 

オーバームッテン村公式 facebookページ（H24.10.1更新分）から抜粋

（6）参考にすべき箇所 
海外の自治体が運営する facebookページを調査した結果、共感を得ている共通したポイ

ントは、コメントに対して親しみを込めて対応している点や、計画策定時において市民の

意見をアンケート調査し、市政へ反映している点です。また発想の転換により、これまで

の行政には無いような投稿がユーザーの目を惹きつけ、共感を得ています。 

顔写真は村内の記念館にも 
掲示村への旅行者も増えた模様 
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３．企業

現在では多数の企業が facebook などの SNS を活用して情報を発信しています。その多
くが自社製品の PRや販売促進を前面に押し出していますが、以下では一般的な傾向とは異
なる情報発信をおこなっている事例を紹介します。

（1）日本航空株式会社（JAL）（facebook「いいね！」71.7万人）
JALの facebookページは、自社の取り組みの紹介だけでなく、旅行先である各地の魅力

を発信するという特徴があります。また、投稿者（原稿作成者）の顔写真、所属、氏名を

掲載することや、アンケートの実施によってユーザーの意見と関心を得るなど、人々の共

感を得る工夫が見られます。

JAL公式 facebookページ（H24.6.6更新分）から抜粋

トップ（知事）登場 ゆるキャラを活用 

匿名ではなく投稿者の

顔と名前を掲載 

投稿者の思いや行動を

盛り込む 

詳細情報はホームページに誘導 

「いいね！」 3,700 人超

「シェア」      80 件

コメント       72 件
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（2）全日本空輸株式会社（ANA）（facebook「いいね！」78万人）
ANAの facebookページは、自社の安全運航の取組紹介に加え、社員の紹介記事やユーザ

ー参加企画など、ファン・ユーザーとの距離を縮めるような内容が盛り込まれています。

ANA公式 facebookページ（H24.10.9、10.16更新分）から抜粋

機体デザインを投票で決定 

空港の日常を投稿者の名前入りで紹介 
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（3）北海道 Likers（facebook「いいね！」18.3万人）
サッポロビール株式会社が中心となって運営している facebookページですが、自社製品

の宣伝は少なく、北海道の迫力ある自然や多様な物産の紹介など、北海道の地域活性化を

狙った内容となっています。

北海道 Likers facebookページ（H24.10.30更新分）から抜粋

（4）参考にすべき箇所
企業が運営する facebookページは、自社製品などの直接的な宣伝ではなく、自社にまつ

わる魅力を発信することで、ブランドイメージを構築・向上させる効果を得ているといえ

ます。また、ユーザーの共感を得るための手法としては、投稿者の顔写真と氏名を明らか

にする点や、投稿者の思いや行動を盛り込む点です。その他に、ユーザーの参加を促す仕

掛けを作ったり、かわいいキャラクターや迫力ある写真など、一目で印象に残りやすい記

事を作成している点も特徴的です。
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４．成功事例のまとめ

自治体、企業が運営する facebookページにおいて共通して共感を得ているポイントを以
下に示します。

 ・堅くない、身近に感じられる文章や写真     → 親しみ 

 ・投稿者の顔写真、所属、氏名を掲載       → 信頼 

 ・ゆるキャラを活用               → 興味 

 ・ユーザーの参加を促す仕掛け作り        → 一体感 

  （カバー写真への採用、アンケート調査） 

 ・首長の投稿                  → 注目 

 ・コメントへの真摯な対応            → つながり 

 第 2章で紹介したように、SNSはホームページとは全く異なる手法で情報を発信するた
めに、ホームページと同じような内容では、ユーザーからの共感を得ることはできません。

このため、投稿内容については常にユーザーが見ていることを意識しながら、文章や写真

などを構成する工夫が共感に繋がっています。 
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第 4章 島根県 facebook ページ 

１．島根県 facebookページで発信したい情報
 現在島根県では、「島根県総合発展計画」が掲げる「活力あるしまね」、「安心して暮らせ

るしまね」、「心豊かなしまね」の基本目標を達成するために、様々な政策が施行されてい

ます。その中から島根県 facebookページを用いて情報発信する上で、特に若者を対象に発
信したい情報を 4項目選定しました（表 2参照）。

表 2 島根県 facebookページで発信する情報
暮らしの情報

観光 イベント 防災
就業・雇用 定住 子育て・医療

内

容

企業、農業

で働く若者

の声など

UIターン者
の声など

日々の子育て

の様子など

島根県に観光

で訪れた

方の声など

街コン主催者

の方の声など

定期的な

防災啓発

など

県

の

情

報

ジョブ

カフェなど

の紹介

定住財団や

くらしま

ねっとなどの

紹介

支援制度や

こことも

などの紹介

島根観光

ナビ、神話博

など紹介

イベント情報

など

避難情報

など

２．共感される facebook ページ 
島根県の情報発信に facebookを導入する最大のメリットは、facebookの特徴である情報

の「拡散性」です。第 3章で紹介したように既に多くの機関で facebookページを開設し運
営を行っていますが、いいね！登録者数を指標にしたとき、福島県や ANAなどの facebook
ページが成功事例であるといえます。これらの機関が多くのユーザーに共感されている経

緯や背景は、第 3 章で述べた通りです。facebook 上で情報は「共感」という付加価値が付
加されればされるほど拡散する性質を持っています。つまり、情報を発信する際、より多

くの若者に情報が届くようにするためには、ユーザーの「共感」を得ることが必要です。
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３．島根県 facebookページの概要
島根県には都市部にない「人とのつながり」が今でも残っています。その島根県の魅力

である「人とのつながり」を県の情報発信に付与することで、共感され多くの人に行き届

く facebookページを運営することができると我々は考えました。

コンセプト『顔が見えて共感でき、身近に感じられる情報発信』

 本コンセプトの特徴は、島根県に関わる人たちが「しまねと縁を結ぶ人」として facebook
ページに登場する点と、登場した人の顔が見える点です。

島根県 facebook ページでは、「しまねと縁を結ぶ人」が 1 人称で島根との縁を語りかけ
るように紹介し、文末で利用された県の支援制度や関連する施設などを紹介します。顔が

見え、生の声で島根県の魅力などをアピールすることで島根県が身近に感じられ、「島根と

縁を結ぶ人」を全面に出すことで「行政の広報」としての敷居が下がり、多くのユーザー

から「共感」を得られ、県からの情報が若者に伝わりやすくなるという効果が期待できま

す。行政の情報を発信する場合でも、担当者が自ら登場し、旬な情報を発信することも効

果的です。その他、島根県の風景の写真を募集するなどの参加型の企画は、行政との距離

を近づける効果があると思われます。さらに SNSの特性を活かし、コメントを通じて双方
向のコミュニケーションを取ることができます。情報に対して反応が返ってくることがユ

ーザーの「共感」を表す反応であり、この反応に対してこちらからも機動的に対応するこ

とがとても重要です。

また、コメントを通じてこれまで知り得なかった様々な分野や地域の人同士がつながり、

島根県をより活性化させることができると考えられます。さらに島根県 facebookページの
ユーザーが増えることで、災害情報などの情報発信に活用することができます。

このコンセプトに則って、表 2で示した情報を facebookページから発信すると、以下の
ようになります。
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島根県で SNSを導入する最大のメリットは「拡散性」です。SNSは「共感」という付加
価値が付与することで拡散するため、ユーザーから共感を得ることが必要です。

島根県には都市部にない「人とのつながり」が残っています。その島根県の魅力である

「人とのつながり」を情報発信することで、多くの人に「共感」されると考えます。

コンセプト『顔が見えて共感でき、身近に感じられる情報発信』

特徴 1：インパクトのある題名

興味をそそるコピー

特徴 2：生のコメント

一人称で親しみが沸く

特徴 3：県の情報（URLなど）

特徴 5：県の担

当者が情報など

を紹介、発信す

特徴 6：県の担当者の顔写真

特徴 4：「しまねと縁を結ぶ人」の顔が見える写真
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第 5章 島根県 facebook ページの運営体制の提案 

（1）島根県 facebookページの作成に関する考察
～オール県庁で作成するか、所属単位で作成するか～

既に島根県では、複数の課が facebook ページを立ち上げているため、島根県 facebook
ページを推進するに当たっては所属単位の facebookページを他の所属にも更に広げる「所
属単位方式」と、ひとつのページで県政全般の情報を発信する「オール県庁方式」のいず

れかを選択することになります。

「所属単位方式」では、当該所属の情報のみを扱うため、きめ細かく情報発信できる上、

頂いたコメントなどにも機動的に対応できるというメリットがあります。しかし、扱う情

報が一定の範囲に限られるため、情報の拡散範囲が限定的となる恐れがあります。

一方「オール県庁方式」では、「島根県」という検索されやすい名前を使えるため、ユー

ザーを増やして情報の拡散効果を高めることができるほか、災害時には防災情報の発信元

としてユーザーのために役立つことが期待されます。また、ひとつのページで幅広い県政

情報を扱うため、ユーザーにとって新たな分野への関心をもってもらえるというメリット

もあります。ただし、「島根県」という看板を掲げる以上、県政全般から情報を収集・発信

する労力を要する上、発信にあたっては、収集した数多くの情報からユーザーの共感・関

心を得ることができるものを厳選する作業が必要、といった課題も挙げられます。

本提案においては、第 4章で述べたコンセプトに則った facebookページで島根県のイメ
ージを強力に発信するとともに、facebook の大きな特徴である「拡散性」を最大限発揮さ
せるため、「オール県庁方式」を採用すべきと考えます8。なお、上記で挙げた課題に対する

方策については、下記で触れていきたいと思います。

（2）運営担当課
「オール県庁方式」を採用した場合、（1）で述べたように、発信すべき情報を厳選して

発信する必要があります。また、投稿内容をコンセプトに則った統一的な書きぶりにする

とともに、一般のユーザーからのコメントやメッセージに対して県として責任をもって適

切かつ迅速に対応することが、より島根県 facebookページの評価を高めることにつながり
ます。

従って、島根県 facebookページを運営することにあたっては、長年にわたり県の広報を
一手に担い、戦略的な広報を展開するとともに、県民ホットラインなどで一般の方からの

意見に対応するなど、広報のノウハウを蓄積している広聴広報課が担当課として最適であ

ると考え、提案したいと思います9。

8 各都道府県の状況は次のとおり：「オール県庁方式（所属単位併用含む）」2府 20県、「所属単位方式」
1都 13県、「運用なし」1道 10県

9 オール県庁方式を採用している 2府 20県のうち、広報担当課が運営しているのは 2府 19県に上る。
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（3）情報の収集
一般のユーザーの共感・関心を繋ぎ続けるには、質の高い情報を適切な量で発信し続け

ることが重要であるため、普段から「多くの情報」を「共感を得られる形」で収集する体

制を構築しておくことが円滑な運営につながると考えます。

島根県 facebookページの運営にあたっては、原則として、運営担当課（広聴広報課）が
情報の収集・選定・投稿・コメントなどへの対応をおこない、各所属が発信すべき情報を

運営担当課に提供するという、一般的な広報手順に準じた役割分担を採ることによって、

スムーズな情報の収集・発信ができると考えます。

また、県職員にも facebookユーザーが多数存在しており、普段から情報収集のアンテナ
を張って共感を得られる情報を収集していると考えられます。そこで、県職員 facebookユ
ーザーの有志で「島根県庁 facebook部」を結成し、運営担当課とパートナーシップを結ん
で、発信可能な情報の提供を受けることも検討に値すると思われます10。

さらに、運営担当課が直接情報収集することも有効です。題材としては、「その日の報道

発表資料からひとつ選抜し、所属担当者の声を取材・付加して投稿する」「連載企画を用意

して投稿する」「定時・定期の投稿を行う（天気情報・夕日予報など）」などが考えられま

す。

（4）一般ユーザーからのコメントなどへの対応
島根県 facebookページへの投稿に対しては、一般ユーザーからコメントなどが寄せられ

ます。他の自治体や企業の facebookページの例から見ると、コメントの多くは投稿に対す
る感想を述べたものとなっていますが、一部には質問や意見なども散見されます。facebook
は「情報が飛び込んでくる」「情報が即時的に反映される」特性を有するため、ユーザーか

らはより迅速な対応が期待されます。

コメントなどへの迅速な対応の方法としては、複数の職員で対応シフトを構築すること

が有効と考えます。シフト制の導入は、島根県 facebookページへの投稿作業においても各
職員の負担軽減につながります。その他、よくある質問・意見への想定問答を作成してお

くこと、運用ポリシーの整備（「すべてのコメントなどに回答するものではない」、「差別的

な表現は削除」、免責事項）などの事前準備も、負担軽減及び「炎上」防止の観点から有益

であるといえます。

10 facebookユーザーは facebook上で「グループ」というコミュニティを形成することが可能。例えば「県
庁 facebook部」でグループを形成し、各部員がグループページ上に情報をストックしておいて、運営担
当課がストックの中からピックアップして情報発信する、という仕組みを構築すれば効率的である。
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（5）保守体制
facebook は予告なしにページの仕様が変更されることがあるため、ページの一部が見え
なくなるなど、ユーザーに不便を強いてしまうことがあります。従って、一定程度の ITス
キルを有する者を配置したり、外部の専門業者に委託するなど、迅速に対応できる体制を

整えておくことが必要です11。

（6）その他
facebook ページは、他の広報ツールに代わるものではなく新たに加わる広報ツールとの
位置づけになるため、新たな体制づくりや業務量の増加は避けられないと思われます。た

だし、島根県 facebook ページでのテレビ・ラジオの広報番組の宣伝や、島根県 facebook
ページの投稿内容を「フォトしまね」に再掲するなど、既存の業務と共存する工夫や他の

広報ツールとの連携による相乗効果の創出など、県政情報をより効果的に発信することも

可能であると考えられます12。

11 武雄市は、フェイスブック・シティ課に ITシステム・エンジニア経験のある職員を配置するほか、市
のフェイスブックの保守を外部に委託している。

12 武雄市では、広報誌の担当者が輪番で facebookに投稿したり、facebookの投稿内容を広報誌に流用す
るなど、流動的な対応を採っている。
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第 6章 今後の課題 

（1）島根県 facebook ページによる情報発信の効果を高めるためには、「いいね！」など、
facebook ユーザーの継続購読意思を獲得することが必要であり、このことがページ立ち上
げ当初の大きな課題となります。例えば、島根県 facebookページの立ち上げ時を好機と捉
え、既存のメディアに取り上げてもらうよう働きかけ、多くのユーザーの関心を集めるこ

とは、島根県 facebookページ成功のための第一歩となると考えられます。 

（2）島根県 facebook ページで発信した情報は、インターネットにアクセスできる環境に
ない方は閲覧できないという課題が考えられます。例えば、島根県 facebookページで反響
の大きかった投稿の一部を紙媒体（フォトしまねなど）に再稿するなど、ページを見るこ

とができない方にも一定の配慮をすることが望ましいと考えられます。 

（3）第 5章（4）で述べたとおり、島根県 facebookページに寄せられたコメントなどに対
して迅速かつ適切に対応することが求められますが、観光案内や報道発表済の案件など、

軽微な返信については、迅速な対応の観点からあらかじめ決裁なしでの返信を許可してお

くことが望ましいと考えます13。 

（4）東日本大震災を契機として、SNSは情報収集・伝達の容易さや即時性、ユーザーから
の情報投稿など、防災情報について既存の情報発信手段・情報媒体がカバーしきれない部

分を補完するものとして注目を集めています。島根県 facebookページも、普段の情報伝達・
拡散・交流を通じて構築した県とユーザーとのつながりを利用して、災害時には防災情報

を広く受発信するツールとなり得ます。 

一方で、災害時に島根県 facebookページに防災情報を流す手順や、ユーザーから寄せら
れる緊急的なコメントなどへの具体的な対応方法には課題が残ります。今後、島根県

facebook ページの運営担当者と防災情報発信担当各課との協議・連携により対応手順を定
めることで、島根県 facebookページが災害時の情報インフラの 1つとして県民の方々に有
益なものとなることが期待されます。 

13 平成 24年 9月 3日の新聞報道によると、外務省の公式ツイッターアカウント「外務省やわらかツイー
ト」が、在日フィンランド大使館公式アカウント「フィンたん」とのツイート交流に臨んだが、外務省

側は 1問ごとに上司の許可を得たために時間を要し、わずか 2問で終了してしまった。
一方、武雄市は「初出の情報のみ決裁を必要、それ以外は決裁なし」との線引きにより対応している。
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（5）島根県からの情報発信ツールである「リメンバーしまね」には 1万 9千人を超える「団
員」が登録されているため、彼ら団員に島根県 facebookページにも注目してもらいたいと
いう思いがあります。ただ、団員は「島根をコッソリ応援」するという趣旨に賛同して登

録しているため、「実名」「情報が飛び込んでくる」などの facebookの特性にはなじみにく
い団員もいると推察されます。従って、リメンバーしまねのページに島根県 facebookペー
ジのリンクバナーを貼るなど、団員の自主性に任せつつもお互いのコンセプトを侵さない

範囲で島根県 facebookページへの参加を呼びかけ、双方の閲覧者を増やしていくという形
が適当であると考えます。 

（6）facebook に投稿されたデータは、利用規約上米国のデータセンターに転送されます。
そのため、機密保持やサービスの継続的な提供の面を考慮すると、国内のサーバを確保し

てデータを置いた上で、facebook ページに埋め込んだインラインフレームで読み込むとい
う武雄市の方式を採用することも今後の検討課題として挙げられます。当面は島根県

facebookページの運営に当たってサーバーの確保などは要しないものと考えます。 

（7）島根県 facebookページで県政情報を発信すると、「いいね！」やコメントなどにより
多くの反響があると思われますが、これらの反響は原則として実名を明かした上で寄せら

れるものであり、建設的な意見・反響が多いと推察されます。我々職員はこれらに真摯に

目を向け、施策や仕事ぶりに反映させる姿勢を持つべきと考えます。 

そのためには、「自分には SNSは分からないから、SNSは使うつもりはない」という態
度ではなく、facebook などの SNS の利用スキルや情報リテラシーの向上に努め、島根県
facebook ページに掲載されている情報や反響の確認、発信すべき情報の提供など、職員一
人一人が「SNSを活用した行政」に取り組んでほしいと思います。 
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